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3. 調査結果（事例調査） 

 障害者スポーツに関する取り組みを積極的に行っている、一般社団法人東京都スポーツ推進

委員協議会（以下、東京都スポーツ推進委員協議会）の代表者に対してヒアリング調査を実施し

た。 

 

3．1 一般社団法人 東京都スポーツ推進委員協議会 

 

(1) 東京都スポーツ推進委員協議会の取り組み 

東京都は、2012 年 3 月に「東京都障害者スポーツ振興計画」を発表しているが、東京都スポー

ツ推進委員協議会では、計画が発表される以前の 2010 年から障害者スポーツに対する取り組み

の必要性を感じて準備を始め、2011 年度からの 3 年間、障害者スポーツを重点事業に位置付けて

いる。2013 年度で 3 ヵ年を終了するが、2014 年度以降もさらにステップアップした内容で障害者ス

ポーツに取り組む予定である。現在は、東京都オリンピック・パラリンピック準備局との共催で以下

の事業を実施している。 

 

1）課題別研修会 

各地区スポーツ推進委員幹部（正副会長や部門長等）を対象とした研修会で、座学では障害

者および障害者スポーツに関する基礎知識を学び、実技では地域の活動現場に障害者の参加

があった場合の基礎的な支援方法を学ぶために、聴覚障害者・肢体不自由のスポーツ実施者

を招いて、支援の方法やボディ・イメージの伝え方などを実践形式で行っている。 

 

2）地域スポーツ支援研修会 

各地区のスポーツ推進委員や行政職員を対象とした研修会で、地区スポーツ推進委員会の

障害者スポーツの取り組み状況の発表、障害者スポーツ実践者、障害者スポーツ指導員や福

祉施設職員などを招いてのパネルディスカッションを実施し、意見交換会を行っている。 

 

3）初級障害者スポーツ指導員養成講習会 

2013 年度からは、スポーツ推進委員を対象とした指導員養成講習会を開催している。現在の

スポーツ推進委員の障害者スポーツ指導員資格の取得状況は、図表 4-6 のとおりである。スポ

ーツ推進委員 1,500 人に対して取得者は 112 人（7.5％）で、初級指導員がそのうちの 9 割以上

を占めている。今後も、スポーツ推進委員を対象に資格取得のための講習会が開催されること

から、取得者数の増加が見込まれる。 

 

図表 4-6 障害者スポーツ指導者資格取得状況 

東京都スポーツ推進委員協議会、2013年 12月現在 

初級障害者

スポーツ指導員

中級障害者

スポーツ指導員

上級障害者

スポーツ指導員
その他 計

区部 69人 3人 0人 1人 73人

市町村 35人 2人 2人 0人 39人

計 104人 5人 2人 1人 112人

－ 136 －
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(2) 東京都内の市区町村スポーツ推進委員協議会の取り組み 

東京都内 59 の市区町村協議会の障害者スポーツに関する取り組みの状況をまとめたのが図表

4-7 である。「既に何らかの障害者スポーツに関する取り組みを行っている」のは 33 の市区町協議

会で、都内市区町村協議会の半数以上（55.9％）を占めている。さらに、取り組んでいる協議会のう

ち約半数の 17 の市区町協議会では主催事業を実施していた。 

「今年度実施予定」の協議会を含めると、東京都では、6 割以上（64.4％）の市区町協議会が障

害者スポーツに取り組んでいることがわかる。一方、「無回答」と「未実施・未計画」の協議会を合わ

せると 2 割（23.7％）であった。 

 

図 4-7 東京都市区町村スポーツ推進委員協議会 

      障害者スポーツ取り組みの現状（2013年度, N=59） 

現状 N ％

既に実施 33 55.9

今年度実施予定 5 8.5

検討中 7 11.9

未実施・未計画 4 6.8

無回答 10 16.9
 

資料：東京都スポーツ推進委員協議会 

「2013 年度会長会資料（2013 年 6 月実施アンケート）」より作成 

 

(3) 市区町村スポーツ推進委員協議会の障害者スポーツに関する取り組み事例 

障害者スポーツに関する市区町村協議会の取り組みは、以下のとおりである。関わり方、内容、

連携先など多様であることがわかる（図表 4-8）。 

 

図表 4-8 障害者スポーツに関する市区町村協議会の取り組み 

実施内容 具体的内容

協議会内での体制強化 障害者スポーツ部会、障害者スポーツ委員会の発足

障害者と健常者がともに

参加できるイベントの実施
「ふれあい運動会」を主催、区グラウンド・ゴルフ協会と連携し大会運営

障害者を対象にした

イベント・事業の実施

障害者スポーツ（ユニバーサルスポーツ）体験会

心身障害児・者グラウンド・ゴルフ教室

障害児向け事業（川遊び、ハイキング等）

障害者対象の運動会「あおぞらスポーツ」

協力事業の実施

特別支援学校への講師派遣

特別支援学級運動会や通所施設合同運動会への運営協力

障害者就労支援センターや心身障害者福祉センターでのスポーツ・レクリエーション指導

精神障害者共同作業所や知的障害者団体でのレクリエーション指導

重度障害者のスポーツ教室や健康福祉課バスレクリエーションへの運営協力

市主催の障害者スポーツ・レクリエーション大会への運営協力

研修会の開催

ボッチャ、車椅子バスケットボール、ふうせんバレーの体験会・研修会

障害者サークルから講師を招いてのサウンドテーブルテニスの実技体験会

障害者スポーツをテーマにした指導者講習会、区体育協会と合同の研修会

－ 137 －
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 (4) 活動の現場に障害者を受け入れるための課題および希望する支援 

東京都スポーツ推進委員協議会としては、以下の 3 つの課題を挙げている。 

1) 身近な地域でスポーツを楽しめる「場（施設）」があるか 

2) 障害特性を踏まえて安全にスポーツ指導（支援）ができる「指導者」がいるか 

3) 場や指導者の情報を伝える「窓口」はあるか    

 

「場」の課題については、障害者も健常者も共にスポーツを楽しめるスポーツ活動の場としての、

地域スポーツクラブの受け入れ体制の整備（人材・施設）が重要である。また、スポーツ推進委員

は、ソフト面での取り組みはできるがハード面の整備ができないため、行政によるハード面の整備

を期待している（障害者対応のトイレ・駐車場の設置等）。 

「指導者」 については、市区町村職員、スポーツ推進委員、地域スポーツクラブ等を対象に実

践的なセミナーを実施し、地域において障害者スポーツを支えるキーパーソンを育成する必要が

ある。そのために、障害者スポーツ振興において中心的な役割を果たしている（公社）東京都障害

者スポーツ協会、（公財）日本障害者スポーツ協会を

はじめ、障害者スポーツ関係団体等と連携していくこ

とが望まれる。また、スポーツ推進委員と障害者スポ

ーツ指導員が相互の活動について理解を深め、事業

実施の際に連携・協働することが障害者スポーツの振

興には必要であると指摘があった。また今後、地域で

の障害者スポーツ事業の実施体制としては、以下を

理想としていた（図表 4-9）。 
 

 

 

図表 4-9 地域における理想の障害者スポーツの実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都スポーツ推進委員協議会 

○所  在  地：東京都新宿区西新宿 6-12-6-1302 

○委  員  数：1,500 人（男性 898 人；6割、女性 602 人；4割） 

2013 年 12 月現在 

○市区町村組織：都内 62市区町村のうち 59自治体でスポーツ推進委員が 

委嘱され活動 

 

－ 138 －
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(5) 障害者スポーツ指導者組織に関する調査 

 

 

 

－ 139 －
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1．調査概要 

1．1 調査目的 

障害者スポーツ指導者組織の現状を把握することによって、地域における健常者と障害者が一体と

なったスポーツ・レクリエーション活動の充実方策に資するデータの把握および分析を行う。 

1．2 調査対象 

日本障害者スポーツ協会公認障害者スポーツ指導員を会員とする地域ブロック・都道府県の障害者

スポーツ指導者協議会 

1．3 調査方法 

事例調査：ヒアリング 

1．4 調査内容 

組織概要、指導者の状況、大会・教室等の開催および指導者派遣、人的資源、スポーツ組織と

の連携、障害者団体との連携など 

1．5 調査期間 

2013 年 10 月～2013 年 11 月 

－ 141 －
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2. 調査結果 

日本障害者スポーツ協会（以下、日障協）は、我が国の障害者スポーツの振興のため、指導者

資格制度「日本障害者スポーツ協会公認障害者スポーツ指導者制度」を設置し、全国で指導者を

養成している。2014 年 1 月現在、初級、中級、上級を合わせて 21,590 人の指導者が登録されてい

る。都道府県では、これらの有資格指導者の人材バンクとして障害者スポーツ指導者協議会が組

織され、障害者スポーツの大会や障害者スポーツ施設における教室などで、登録指導者が活動し

ている。 

公認指導者を核とした人材バンクは、一部の政令指定都市にもある。このほか、障害者スポーツ

の指導者組織として、市区町村が独自に養成する障害者スポーツ指導者の団体がある。 

本調査では、都道府県の障害者スポーツ指導者協議会を中心に、4 事例の特徴的な取り組み

について紹介する。 

 

1. 都道府県障害者スポーツ指導者協議会 

日障協公認障害者スポーツ指導員を会員とする指導者組織で、全国 47 都道府県に設置されて

いる。1986 年の北海道に始まり、1990 年代後半から多くの都道府県で設置された。 

 

2. 事例調査の対象とした障害者スポーツ指導者協議会 

 

図表 5-1 事例調査の対象とした障害者スポーツ指導者協議会の概要 

 

 

 

名称 所在地 概要

福島県障害者スポーツ指導者協議会
福島県

福島市

障がい福祉課と障がい者スポーツ協会との強固な三者連携

広い県域をカバーする3つの支部、専門部に、15競技の競技部を設置

運営補助を行う「スーパーボランティア」の活躍

大分県障害者スポーツ指導者協議会
大分県

別府市

太陽の家を拠点に、さまざまなスポーツが楽しめる機会を提供

大分国際車いすマラソンをはじめ、障害者スポーツのメディア露出が多い地域性

中級指導員講習会を県独自に開催し、多様な人材に取得を呼びかけ

福岡障害者スポーツ指導者協議会
福岡県

福岡市

福岡県と2つの政令市（福岡市、北九州市）がひとつの組織として活動

指導者の資質向上を図りながら、各センターを拠点に大会、教室、サークル活動を支援

スポーツ指導以外の障害者支援にボランティア組織を活用

日本障害者スポーツ指導者協議会

九州ブロック

福岡県

福岡市

行政、県協会、指導者協議会の三者が一堂に会する連絡会を開催

ブロックで各県の指導者協議会をサポート

－ 142 －
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福島県障害者スポーツ指導者協議会             

障がい福祉課と障がい者スポーツ協会との強固な三者連携 

広い県域をカバーする 3 つの支部、専門部に、15 競技の競技部を設置 

運営補助を行う「スーパーボランティア」の活躍  

 

1. 設立経緯 

1995 年開催の全国身体障害者スポーツ大会の準備室を兼ねて、1992 年に福島県身体障害者

スポーツ協会が任意団体として設立された（1995 年より法人化）。当時、福島県内では、障害者ス

ポーツの競技者・愛好者はいるものの、指導者が不足していたことから、障害者スポーツ指導者の

育成を図るために、協会内の内部組織として、1994 年に身体障害者スポーツ指導者協議会が設

置された。翌年からは、知的障害者も含めた福島県障がい者スポーツ協会として活動している。 

 

2. 指導者の登録状況 

図表 5-2 福島県障害者スポーツ指導員数 

 

福島県と福島県障がい者スポーツ協会（以下、県協会）は、地域生活支援事業「スポーツ・レクリ

エーション教室開催等事業」の補助金を活用し、初級の公認指導員の養成研修会を開催している。

福島県には、公認資格を取得できる認定校として指定されている大学や専門学校がないため、東

北 6 県と仙台市の障害者スポーツ指導者協議会で組織される東北ブロック協議会の協力のもと、

仙台市内の認定校で資格を取得した学生を対象に、県の指導者協議会の活動を紹介し、登録を

呼びかけている。 

更新料の負担がネックになり、資格を更新しない指導員がいるのは全国共通の課題である。福

島県では、有資格者の指導にかかる交通費を負担したり、情報提供の一部を資格更新者に限定

するなど、非更新者との差別化を行うことで、資格更新率の向上に努めている。 

 

3. 組織体制 

福島県の指導者協議会では、広い県域をカバーするため、3 つの支部で活動している。既存の

体育施設を利用し、各地域の中心部を拠点に障害者スポーツの振興を図っている。 

会津・県南支部：（拠点）会津若松市ふれあい体育館、下郷町町民体育館など 

県中・いわき支部：（拠点）郡山市障害者福祉センター、いわきサンアビリティーズなど 

県北・相双支部：（拠点）福島市内の体育館や相馬市総合福祉センターなど 

各支部が拠点施設を中心にスポーツ教室や大会などを展開している。 

資格名 人数 資格名 人数

初級障害者スポーツ指導員 219 スポーツコーチ 1

中級障害者スポーツ指導員 35 スポーツ医 1

上級障害者スポーツ指導員 5 スポーツトレーナー 2

2014年1月31日現在

－ 143 －
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 また、指導員の研修、メディカル・テクニカル部門、国内外の情報収集や会員への情報提供など

を担当する「専門部」と、全国障害者スポーツ大会の競技種目にスキーを加えた 15 競技をカバー

する「競技部」を設置し、それぞれに部長、副部長、事務担当者がついて組織的に活動できる体

制を整えている。 

現場で実務にも携わる指導者が指導者協議会の会長に就いている点も、福島県の特徴といえ

る。 

図表 5-3 福島県障害者スポーツ指導者協議会の組織図 

 

4. 予算 

2013 年度の予算は約 120万円。収入は主に福島県スポーツ振興基金助成金が約 70万円、日

障協からの還付金（日障協公認障害者スポーツ指導員の登録料の一部）が約 30 万円、県協会か

らの活動助成金が 20 万円となる。2002 年に県協会が福島県体育協会に加盟し、これを受けて県

協会と指導者協議会が福島県スポーツ振興基金を使用できるように要綱を策定したため、基金を

活用して事業展開している。 

 

5. 関連組織との連携状況 

1）行政・県協会との連携 

1995 年の全国身体障害者スポーツ大会に行政、県協会、指導者協議会の三者体制で取り組ん

だことで、大会終了後も、障害者のスポーツ振興において、三者が協力しながら行っている。県協

会の事務局が県庁内にあり、県協会職員が指導者協議会の事務局を兼務している。現場の要望

について、行政担当者と頻繁に情報交換を行うなかで、障害者が安全で楽しく活動できる環境づ

くりに一緒になって努めている。 

 

－ 144 －
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福島県障害者スポーツ指導者協議会 

○所在地：福島県福島市杉妻町 2－16  

福島県保健福祉部障がい福祉課 兼 

（公財）福島県障がい者スポーツ協会内 

○設立年：1994年 10月 

○会 費：1,000円 

○会員数：259人 

2）市民マラソン大会との連携 

「郡山シティーマラソン」と「鶴ヶ城ハーフマラソン」では、指導者協議会が運営委員として参画し

ている。いずれのマラソンでも、競技用車いす部門のほかに、競技用車いすを使えない重度障害

者の参加に配慮した生活用車いすの部門を設けているのが特徴である。 

 

3）スペシャルオリンピックス日本・福島との連携 

スペシャルオリンピックス日本・福島（以下、SON 福島）の指導者を兼ねている会員がおり、県協

会の練習会と SON福島のプログラムを同日に同じ施設で開催することもある。障害者が楽しくスポ

ーツに取り組めることを最優先に考え、可能な範囲で協力している。 

 

4）総合型地域スポーツクラブとの連携 

「福島県スポーツ推進基本計画～ふくしまスポーツ元気創造プラン～」（2013）の中で、障害者

を含めたすべての住民が参加できる総合型地域スポーツクラブ（以下、総合型クラブ）の創設・育

成・定着をうたっており、障害者が総合型クラブで一緒に活動することを推進している。障害者受

け入れのために、クラブマネジャーや指導者が障害者スポーツ指導員の資格を取得し、障害者の

受け入れを進めている総合型クラブもある。 

 

6. 独自の取り組み 

特定の種目の指導は難しいが、できる範囲で協力したいとの要望を会員から受けて、2013 年か

ら大会の運営補助（受付、案内、手話、介助など）を中心に行う「スーパーボランティア」を設置、現

在約 20 人が活動している。 

 

7. 問題点・課題 

東日本大震災の影響で、相双支部の事務負担軽減と再生へ向け、県内の 5 支部を 3 支部に

再編したため、各支部が広いエリアをカバーしなければならなくなった。また、障害者福祉施設の

体育館などが子供たちに開放され、指定管理者の経営方針によっては、障害者福祉センターも

一般開放されており、障害者が利用できる施設がより限られる傾向にある。また、改修された体育

館で、車椅子バスケットボールの利用が敬遠される事例もあることから、障害者がスポーツをする

場の確保が課題となっている。 
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大分県障害者スポーツ指導者協議会             

太陽の家を拠点に、さまざまなスポーツが楽しめる機会を提供 

大分国際車いすマラソンをはじめ、障害者スポーツのメディア露出が多い地域性 

中級指導員講習会を県独自に開催し、多様な人材に取得を呼びかけ 

 

1. 設立経緯 

大分県障がい者スポーツ大会の運営、および 1981 年から開催している大分国際車いすマラソ

ン大会の運営支援を目的として、大分県内の障害者スポーツ指導者が協力して、1992 年に発足

した。 

事務局を社会福祉法人太陽の家に置く。太陽の家は障害者の就労および生活施設であり、現

在、太陽の家と企業の共同出資会社 8 社をはじめ、協力企業や作業所などで多くの障害者が働

いている。2013 年 8 月 1 日現在、太陽の家の在籍者は 1,394 人で、そのうち障害者は、730 人

（52.4％）となっている。在籍者の内訳は、就労移行支援施設や障害者入所施設などの施設利用

者が 413 人、就労継続支援A型、作業所、共同出資会社などの雇用労働者が 981 人である。多く

の障害者が就労後や休日にさまざまなスポーツを楽しみ、国内外の大会に参加している。陸上競

技（車いすマラソンを含む）、車椅子バスケットボール、テニス、サッカーをはじめ、重度障害者を中

心としたツインバスケットボール、ローリングバレーボール、ボッチャ、卓球バレー、フライングディス

クなどの軽スポーツにも取り組んでいる。 

 

2. 指導者の登録状況 

図表 5-4 大分県障害者スポーツ指導員数 

1) メディアの活用 

公認初級指導員の養成講習会は、地元新聞に広告記事を出して募集している。大分国際車い

すマラソンをはじめ、障害者スポーツについてのメディア露出が多い地域性もあり、養成講習会の

受講者は他の都道府県に比べて多い。一方で、2000 年に指導者協議会の自主開催となってから

2013 年までの 14 年間の平均受講者は約 75 人だが、ここ数年の受講者は 40～50 人と減少傾向

にあり、対策を検討している。 

 

2) 前・後期制の導入 

公認中級指導員の養成講習会は 8 日間を要する。指導者協議会では、一人でも多くの希望者

が受講できるよう、土日開催としている。また、前期の 4 日間にスポーツ関連のカリキュラム、後期 4

日間に医療福祉関連のカリキュラムを集約させ、日本体育協会公認スポーツ指導者が後期のみ

の受講で資格が取れるよう配慮している。こうした工夫もあってか、県内の中級障害者スポーツ指

資格名 人数 資格名 人数

初級障害者スポーツ指導員 476 スポーツコーチ 1

中級障害者スポーツ指導員 111 スポーツ医 5

上級障害者スポーツ指導員 17 スポーツトレーナー 0

2014年1月31日現在
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導員のおよそ 3割は日本体育協会公認の指導者資格保有者である。 

 

3) 初級から中級へのスムーズな移行 

初級講習会を 6～7 月、中級講習会を 7 月末から開催することで、初級指導員が中級指導員受

講条件となる 2 年間を経過したタイミングで、すぐに中級指導員を目指せるようスケジュールを組ん

でいる。結果、初級指導員取得後、最短の 2 年で中級指導員を目指す受講者が多い。 

 

4) 中級講義のオープン化 

中級講習会の一部講義をオープン化して、指導員のステップアップ講習会に活用している。そ

の際、県外の指導員による講義を盛り込み、他県の障害者スポーツの指導方法や情報に触れる機

会を提供している。 

 

5) 一般の競技団体への働きかけ 

障害者スポーツ大会の運営には、一般の各競技団体の協力が不可欠である。まずは、障害者

スポーツについて理解してもらうために、競技団体の理事長などに説明し、中級指導員の資格取

得を働きかけている。 

 

3. 組織体制 

大分県の指導者協議会は、「専門部」と「競技別部会」とに分かれて組織的に活動している。専

門部の中に競技部、育成部、クラス分け部、広報部、研修部があり、それぞれに配置されている部

会長と副部会長は上級指導員資格の取得を推奨している。また、競技別部会の中に 15 競技、軽

スポーツ、スペシャルオリンピックスの 17 部会があり、各部会は、部会長、副部会長を中心に活動

を展開している。17 部会の副部会長以上には中級指導員資格の取得を推奨している。 
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図表 5-5 大分県障害者スポーツ指導者協議会の組織図 

 

 

4. 予算 

2013 年度の予算は約 350万円。収入には主に会費収入 40万円（一人当たり 1,000円）と、日障

協からの還付金（日障協公認障害者スポーツ指導員の登録料の一部）40 万円（一人当たり九州ブ

ロックから 700円）、事業収入（主にユニフォーム等）10万円などがある。 

講習会の費用は 1 日 3,000円＋事務手数料 1,000円で設定している。初級講習会（3 日間）は、

3×3,000円＋1,000円で 10,000円、中級講習会（前期 4 日間、後期 4 日間）は、（4×3,000円＋

1,000 円）×2 で 26,000 円となる。他地域と比較すると初級講習会の受講料は高いが、代わりに、

資格保有者の活躍の場をより多く提供するようにしている。 

 

5. 関係組織との連携状況 

1) 太陽の家との連携 

指導者講習会の実技の現場として、太陽の家を利用している。一般的な初級指導員の養成講

習会では 3種目程度の実技体験を行うが、太陽の家では、フライングディスク、ボッチャ、卓球バレ

ー、ローリングバレー、陸上競技、重度障害者向けスポーツなど、6 種目の実技体験を行う。太陽

の家利用者の選手にプレーを披露してもらいながら、障害者との触れ合いを重視したプログラムを

組んでいる。 
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大分県障害者スポーツ指導者協議会 

○所在地：大分県別府市内籠 1393‐2  

社会福祉法人太陽の家 

○設立年：1992年 10月 

○会 費：1,000円 

○会員数：約 400人 

2) スペシャルオリンピックス日本・大分との連携 

スペシャルオリンピックス日本・大分（以下、SON 大分）からは、知的障害や発達障害に関するノ

ウハウの提供、指導者協議会からは大会運営のボランティアの派遣などを行い、相互に連携して

いる。初級講習会では、SON大分のナショナルコーチを講師として招いている。 

 

3) 指導者の専門性の向上 

指導者協議会は、障害者スポーツの競技団体と連携して、会員の競技別資格取得を促進して

いる。日本障害者フライングディスク連盟の指導者資格から大分県の卓球バレーやボッチャの資

格まで、多くの会員が何らかの競技の指導者資格を取り、専門性を高めている。一方で、特定の競

技を専門としない指導員は、大分国際車いすマラソンの支援やアダプテッドスポーツ全般の指導

現場で活動している。 

 

4) 人的資源の活用 

県内の公認指導者は、指導者協議会への会員登録とは別に、大分県障がい者体育協会（以下、

県協会）の人材バンクにも登録されている。特別支援学校、身体障害者福祉協会、総合型クラブな

どから県協会に指導者の派遣依頼があると、指導者協議会が競技の専門性や経験などを考慮し

て適した人材を紹介している。2005 年より、県協会の職員、大分県障害福祉課の障害者スポーツ

担当職員は、障害者スポーツ指導員資格をほぼ全員が取得している。 

 

6. 問題点・課題 

競技別部会の体制が整うにつれて、特定の競技団体の運営や指導だけに関わる指導者が増

えつつある。全競技をオールマイティーに指導できる指導者の集まりが指導者協議会というコン

セプトに無理が生じてきている。障害が多様になり、求められるニーズが変化してきていることから、

新しい指導者協議会の役割が求められている。また、障害者スポーツ指導員は、専門的な知識

や指導経験を身につけ、関連団体との連携を取りながら活動するのが望ましい。指導者協議会

の本来の役割は、会員の資質向上であり、研修会の内容を充実させて開催し、その使命を果た

すことが必要であると考えている。 
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福岡障害者スポーツ指導者協議会 

福岡県と 2 つの政令市（福岡市、北九州市）がひとつの組織として活動 

指導者の資質向上を図りながら、各センターを拠点に大会、教室、サークル活動を支援  

スポーツ指導以外の障害者支援にボランティア組織を活用  

 

1. 設立経緯 

福祉行政では、政令指定都市（以下、政令市）が県と同様の役割を担うケースが多く、全国障害

者スポーツ大会でも、県と政令市がそれぞれ選手を選出・派遣している。福岡県内には、2 つの政

令市があり、障害者スポーツ行政は県（政令市以外の地域）、福岡市、北九州市に分かれている

が、県全体の障害者スポーツを一体で推進するため、ひとつの組織として 1993 年に発足した。 

2014 年 4 月から、日本障害者スポーツ指導者協議会福岡支部より福岡障害者スポーツ指導者

協議会に名称を変更する。 

 

2. 指導者の登録状況 

 

図表 5-6 福岡障害者スポーツ指導者協議会 障害者スポーツ指導員数 

 

初級指導員の約半数は認定校における資格取得者である。競技に特化した専門的指導を行う

ことを考えている指導員の中には、日本体育協会公認の競技別資格を取得し、上級指導員の資

格を取得した者もいる。 

指導者の活動場所を各地域で提供できるようにと、福岡県、福岡市、北九州市でそれぞれ指導

者を育成している。初級指導員講習会も、福岡県 8 月、福岡市 10 月、北九州市 2 月と時期をずら

して、年 3回開催し、希望者への門戸を広げている。 

公認指導員資格保有者の中でも、障害についての基本的な知識や指導のスキルにばらつきが

ある。指導者協議会の事務局がある福岡市立障がい者スポーツセンターでは、指導者の資質向

上のための基礎研修を毎年開催している。2 日間の研修で、障害別の特徴、サポート方法、注意

事項等を学び、実技のノウハウを身に付けることを目的としている。福岡市立障がい者スポーツセ

ンターを会場とした活動に参加する指導員については、たとえ大会補助のボランティアであっても、

基礎研修への参加者を中心に活用している。 

 

資格名 人数 資格名 人数

初級障害者スポーツ指導員 1,211 スポーツコーチ 5

中級障害者スポーツ指導員 108 スポーツ医 7

上級障害者スポーツ指導員 62 スポーツトレーナー 3

2014年1月31日現在
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3. 組織体制 

図表 5-7 福岡障害者スポーツ指導者協議会の組織図 

 

4. 予算 

2013 年度の予算は 90万円。収入は主に会費収入約 90万円（一人当たり九州ブロックから 700

円）となる。 

指導謝金は、派遣依頼者が支払う。 

 

5. 関係組織との連携状況 

1) スポーツ推進委員 

福岡市立障がい者スポーツセンターの指導者派遣事業として、公民館へのスポーツ指導に行く

際に、福岡市スポーツ推進委員協議会と連携している。また、スポーツ推進委員が福岡市立障が

い者スポーツセンターの運営協議会の委員になっており、地域の障害者からの問い合わせには、

指導者協議会を含めて、連携しながら対応している。 

 

6. 独自の取り組み 

1) ボランティア組織の活用 

初級指導員講習会を受講した者は、指導者協議会に登録して、会員として障害者スポーツの指

導に関わることができるようになるが、2 年目以降に更新料を払わずに更新をしない者もいる。登録

を更新しない者の中には、障害者のスポーツ指導ではなく、地域で障害者の支援を行いたいと考

えている高齢者も多い。こうしたニーズにこたえる形で、各地域にボランティア団体を組織し、指導
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福岡障害者スポーツ指導者協議会 

○所在地：福岡県福岡市南区清水 1-17-15 

福岡市立障がい者スポーツセンター内 

○設立年：1993年 2月 

○会 費：無料 

○会員数：1,381人 

者協議会と連携しながら、地域での活動をしている。 

 

図表 5-8 福岡県内の障害者スポーツボランティア団体 

 

 

 

 

 

 

 

上記のボランティア組織と同様に、飯塚市、春日市を拠点とした数十人規模の団体もあり、各地

域で障害者スポーツ協会と障害者スポーツ指導者が中心となり、地域のニーズに対応した活動を

行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体名 活動拠点 活動地域

F.H.S.の会 福岡県クローバープラザ 福岡県全域

ふくふくプラザ

福岡市立障がい者スポーツセンター

sket 北九州市障害者スポーツセンター「アレアス」 北九州市

H.S.S.会 福岡市
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障害者スポーツ指導者協議会 九州ブロック             

行政、県協会、指導者協議会の三者が一堂に会する連絡会を開催 

ブロックで各県の指導者協議会をサポート  

 

1. 設立経緯 

日障協の要請を受けて、九州地区の障害者スポーツに携わっている主な指導者が中心となり、

1990 年に設立された。各県において、障害者スポーツを担う人物を幹事に任命して、順次、県の

指導者協議会を立ち上げた。各県の障害者スポーツ協会と連携しながら活動を行っている。 

 

図表 5-9 九州ブロックの県障害者スポーツ指導者協議会（設立年順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）名称は設立時ではなく、現在の名称 

 

2. 主な活動 

年 1 回の総会（毎年 2 月に開催）と年 2 回の幹事会・研修会（毎年 7 月と 2 月に開催）があり、

各県の指導者協議会の代表者が集まり、組織の運営等について協議する。日障協と県とのパイプ

役も担っており、情報伝達、指導者派遣、各大会等への支援が主な活動である。 

 

3. 予算 

収入は、主に日障協からの還付金（日障協公認障害者スポーツ指導員の登録料の一部）およ

び助成金（ブロック研修費 30万円、地域特別研修費 30万円、事務局支援費 9万円、運営委員活

動費 6万円）となる。還付金については、日障協への毎年の登録料（一人当たり 3,500 円）のうち

の 1,000 円が九州ブロックへの還付金（約 340万円）となる。各県の指導者協議会にそこから 7割

を還元するので、九州ブロックの事業費予算としては、約 100万円を運営費に充てることになる。

設立年 名称

1992 大分県障害者スポーツ指導者協議会

1992 沖縄県障害者スポーツ指導者協議会

1993 福岡障害者スポーツ指導者協議会

1994 熊本障害者スポーツ指導者協議会

1996 長崎県障害者スポーツ指導者協議会

1999 鹿児島県障害者スポーツ指導者協議会

2000 佐賀県障害者スポーツ指導者協議会

2003 宮崎県障がい者スポーツ指導者協議会
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障害者スポーツ指導者協議会 九州ブロック 

○所在地：福岡県福岡市南区清水 1-17-15 

福岡市立障がい者スポーツセンター内 

○設立年：1990年 11月 

図表 5-10 指導員登録料の流れ（九州ブロックの場合） 

 

 

4. 独自の取り組み 

行政が障害者スポーツの実態を把握していない地域や、県の障害者スポーツ協会と指導者協

議会の連携が十分でない地域があったために、指導者協議会が中心となり、行政、県協会、指導

者協議会、競技団体が一堂に会する「九州地区障害者スポーツ連絡会」を開催している。幹事会

の開催に合わせて、年 1 回、四者間における課題や今後の方向性等を主な議題としている。当初

は、指導者協議会主導で開催していたが、現在では行政主導で開催できるように模索している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本障害者スポーツ協会

九州ブロック指導者協議会

各県の指導者協議会
3,500円 1,000円

700円
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(6) 民間スポーツクラブにおける 

障害者の参加状況に関する調査 
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1．調査概要 

1．1 調査目的 

民間スポーツクラブにおける障害者の受入状況を把握することによって、地域における健常者と

障害者が一体となったスポーツ・レクリエーション活動の充実方策に資する事例の把握を行う。 

1．2 調査対象 

民間スポーツクラブ統轄団体である以下の団体を対象とした。 

・一般社団法人日本フィットネス産業協会 

・一般社団法人日本スイミングクラブ協会 

・公益社団法人日本テニス事業協会 

 

また、統轄団体への調査から、障害者の受け入れの先進事例として、岡崎竜城スイミングクラブ

を調査の対象とした。 

1．3 調査方法 

ヒアリング調査 

1．4 調査内容 

障害者の受入状況、障害者のプログラム参加状況、受入に関するこれまでの取り組み、スポー

ツ基本法で障害者のスポーツについて明記されてからの対応など 

1．5 調査期間 

2013 年 10 月～2013 年 12 月 
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2. 調査結果 

日本スイミングクラブ協会加盟クラブの 2 割弱で、障害者向けのプログラムを提供 

 

1. 民間スポーツクラブにおける障害者の受入状況 

フィットネスクラブ、スイミングクラブ、テニスクラブそれぞれの統轄団体は、個々の民間スポーツ

クラブにおける障害者の受け入れ状況に関して把握していない。軽い障害であれば、入会時に本

人が申告しなければクラブ側は確認できないため、障害者の参加について正確な実態を把握する

のは困難である。スポーツ基本法の施行を受けて、今後、各地の民間スポーツクラブで障害者の

受け入れが進めば、障害者の参加に関する事例情報やノウハウが統轄団体に集まることが期待で

きる。 

なお、公益社団法人日本テニス事業協会では、2012 年から、「有明の森スポーツフェスタ」にお

いて、健常者と障害者が一緒に参加できるプログラムを展開している。テニスをはじめ、さまざまな

スポーツを体験できるイベントのなかで、「プロ選手によるテニス教室」「ソフトテニス体験教室」に加

えて、「車いすテニス体験教室」「知的障がい者テニス教室」を開催している。民間テニスクラブに

おける障害者の受け入れの事例としては、健常者と障害者がダブルスを組むクラブ内のテニス大

会を 20 年以上続けているクラブがある。なかには、指導者と個人契約を結んで、テニスのレッスン

を受けている障害者もいる。 

 

2. 日本スイミングクラブ協会の取り組み 

一般社団法人日本スイミングクラブ協会では、加盟クラブが提供するプログラムを定期的に集計

している。2013 年 12 月現在、1,060 の加盟クラブのうち、およそ 200 クラブで障害者を対象にした

プログラムが実施されている（図表 6-1）。障害者向けのプログラムがなくても、軽度の知的障害者

を中心に、指導のないフリーコースなどで受け入れているクラブもあり、実際にはさらに多くのスイミ

ングクラブで障害者が活動していると見込まれる。 

 

図表 6-1 障害者向けプログラムを開催している日本スイミングクラブ協会登録クラブ数 

 

 

 

 

 

 

協会では、2010 年より知的障害者水泳研修会を全国各地で開催し、指導者の育成や受け入れ

クラブの増加に努めるほか、2011 年度からは「JSCA 全国知的障害者水泳競技大会」を開催するな

ど、障害者水泳の普及活動に積極的に取り組んでいる。 

(N=1,060)

対応カテゴリ クラブ数 割合

障害者（身体・知的の区別なし） 108 10.2%

知的障害者 80 7.5%

身体障害者 6 0.6%

合計 194 18.3%

－ 158 －



- 150 - 

 

岡崎竜城スイミングクラブ                                       

障害者水泳に 30 年以上取り組んでいる老舗クラブ 

 

1. 障害者の参加経緯 

1973 年の設立当初から、理事長自らが医師と相談しながら、自閉症の子供を約 20 人指導して

いた。翌年、この様子が掲載された新聞記事を読んだ重複障害児（視覚・知的障害）の保護者が

訪ねて来たのをきっかけに、視覚障害児や知的障害児への指導も開始した。1978年より、プログラ

ムの一環として、障害者水泳教室を開講し、本格的に障害児・者の受け入れを始めた。健康づくり

や社会参加を目指した水泳教室を行い、大会にも積極的に参加している。 

 

2. 障害者の参加状況 

会員数は約 1,500 人で、そのうち障害児・者は約 250 人である。障害者の約 8 割が知的障害、

約 2割が肢体不自由である。クラブは 3校（本校・南校・碧南校）あり、本校と碧南校で障害者を対

象にしたリハビリ教室を開催している。障害種別に関係なく、「障害者」という大きな枠の中で、発達

障害、知的障害、肢体不自由など一緒に指導を行っている。車椅子利用者などもいるため、指導

者の対応は多岐に渡るが、障害者教室を開講した 1978 年以降、障害種別や障害の程度に関係

なく受け入れる方針を続けているため、他のスイミングクラブでは泳ぐことが叶わなかった重度障害

児も参加している。 

障害児の入会後一定期間は、指導者が子

供の状態を把握できていないため、安全確保

の観点から、子供の特性に詳しい保護者も一

緒にプールに入ってもらうようにしている。最

近は、1 人での参加を希望する子供について

は、卒業後の社会性を育てる意味でも、保護

者の送迎なしでの参加を認めている。 

 

 

◆主なプログラム 

本校では、月曜日の 19：00～20：00 にリハビリコースを開講している。以前は、日中の時間帯の

コースであったが、卒業後の勤労者も通えるようにと、夜の時間帯のコースに変更した。この変更に

より、社会人の参加に加えて、保護者の同伴が必要な子供たちも保護者の日中勤務終了後に一

緒に参加できるようになった。 

泳力別に 4コースに分け、各コースを 1 人のコーチが担当する。リハビリコース用に 4レーン、指

導者や付添いが不要な障害者用に残りの 2 レーンを開放している（図表 6-2）。 

「泳げない方のコース」では、顔付けできない子供もいるので、背泳から始め、徐々に、顔付け、

バタ足と指導していく。重度障害児を含めて、3～5 人が保護者同伴で参加している。コーチがひと

りの子供に付きっきりになるケースもあるが、指導補助として多くの保護者が一緒に教室に参加し

ているため、コーチだけでは目の届かない部分をサポートしてもらえる。 
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「25m泳げる方のコース」では、自由形と背泳で 50ｍ泳げるようにと、途中で足をついても気にせ

ず、往復することを意識して指導している。パニック障害児を含めて、15～20 人が参加しており、心

配な保護者には同伴してもらうが、1 人での参加を基本としている。 

「4種目の練習をするコース」では、背泳、平泳ぎ、バタフライ、自由形の 4種目を完全に泳ぐこと

を目標に、飛び込みや繰り返し泳ぐ練習を

している。内容は健常者と変わらず、競技

志向の子供が約 10 人参加している。大会

出場に向けて、タイムを読めるようにと、スタ

ートのタイミングなど工夫しながら指導して

いる。 

「大会に出るコース」は、全国大会やパラ

リンピックを目標にする子供など 7 人が参加

している。 

 

図表 6-2 岡崎竜城スイミングクラブのリハビリコース（月曜日）のプログラム 

 

月曜日のリハビリコース以外にも、火、木曜日（15：00～16：00）に「泳げない方から 4種目の泳法

の練習」、土曜日（12：00～13：00）に「中学生以下で 25ｍ以上泳げるようにするコース」、土曜日

（13：00～14：00）に「中学生以下が付き添いの方と一緒に泳げるようにするコース」など多様なコー

スを様々な時間帯で開講している。 

 

 

 

 

 

コース名 内容

泳げない方のコース
25m泳げない等の初歩の段階の子供が、顔つけや浮き、

バタ足から習得し、自由形と背泳で25m泳げることが目標

25m泳げる方のコース
自由形と背泳で50m泳げて、平泳ぎのキックやバサロキックが

できるようになることが目標

4種目の練習をするコース

競技に出たい人や出ている人が100mを泳げるようにすることが

目標。飛び込み練習や25mを何本も泳ぐ等、内容は健常者の

選手の練習に近い

大会に出るコース
世界記録や日本記録保持者もいるため、世界大会や

日本選手権等への出場レベルに対応することが目標
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3. 指導者の状況 

日本体育協会公認資格をクラブの指導者全員が保有し

ており、そのうち 1 人が日本障害者スポーツ協会公認資格

「スポーツコーチ」、4 人が「初級障害者スポーツ指導員」を

保有している。メイン担当者は 4人で、約 15人のスタッフが

サポートできる体制を敷いている。 

 

4. 障害者施設への支援 

岡崎市委託事業として、毎週火曜日 12:30～14:00 の 2 コ

マの時間帯で、岡崎市福祉事業団が管理運営する「福祉

の村」の施設から子供たちを受け入れている（図表 6-3）。 

 

図表 6-3 岡崎竜城スイミングクラブに通う「福祉の村」参加施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. その他 

水泳指導には、「数を数える」「順番を待つ」といった要素を取り入れ、社会で健常者と一緒に生

活できる訓練も行っている。クラブの文化として障害者と一緒に泳ぐことが根付いているため、健常

者のクラスとの入替時においても、トラブルや苦情などはほとんど発生せず、子供たちは抵抗なく

水泳教室に参加している。 

 

 

岡崎竜城スイミングクラブ 

○所在地：愛知県岡崎市日名南町 19番地 14（本校） 

○設立年：1973 年 

○会員数：約 1,500 人（そのうち約 250 人が障害者） 

○スタッフ数：約 80人（アシスタント含む） 

 

施設名 参加人数（人）

『めばえの家』（児童発達支援事業） 50～60

『若葉学園』（児童発達支援センター） 30～40

『そだちの家』（生活介護事業） 約60

『のぞみの家』（生活介護事業）

（就労継続支援事業B型）
約60
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Ⅲ．まとめと考察 
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まとめと考察 

 

1．障害児・者のスポーツ実施の現状 

厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（2006）によると、身体障害児・者のスポーツ教室・大会

等への参加率は 7.9％である。また、内閣府「障害者施策総合調査」（2008）では、スポーツ・文化

芸術活動の参加者（40.5％）に、陸上競技、水泳、車いすテニスなど 11 種目の実施状況を尋ねて

いる。これらは、障害者の生活の実態に関する調査の一部としてスポーツを取り上げたもので、障

害者のスポーツ実施状況を詳細に把握するための全国調査はこれまで行われてこなかった。本調

査では、文部科学省と笹川スポーツ財団が実施している全国調査の結果との比較ができる質問項

目を設けて、7 歳以上の障害児・者を対象に、スポーツ実施状況やニーズ等を明らかにした。 

文部科学省「体力・スポーツに関する世論調査」（2013）によると、成人の過去 1 年間のスポーツ

実施率は、週 1 日以上が 47.5％、週 3 日以上が 24.4％であるのに対し、障害のある成人のスポー

ツ実施率は、週 1 日以上が 18.2％、週 3 日以上が 8.5％となっており、障害者の定期的スポーツ実

施率は健常者の半分以下である。週 1 日以上の実施者の割合を障害種別にみると、最も多い聴

覚障害者の 22.5％から、最も少ない車椅子を必要とする肢体不自由者の 12.0％までさまざまであ

る。 

 成人が過去 1 年間に実施した種目を障害種別にみると、どの障害でも、ウォーキング、散歩（ぶら

ぶら歩き）、体操（軽い体操・ラジオ体操など）の実施率が高く、笹川スポーツ財団「スポーツライフ・

データ」（2013）と同じ種目が上位に挙がっている。健康志向の高まりから、一人で気軽にできるウ

ォーキングや散歩の実施者が増えている状況は、健常者、障害者を問わず共通していると考えら

れる。また、水泳は、未成年、成人を問わず、多くの障害種別で実施率が高い。7～19 歳では、知

的障害、発達障害、聴覚障害で実施者が最も多い種目である。民間スポーツクラブに関する調査

で示したように、スイミングクラブは、他の民間クラブに比べて障害者の受け入れが進んでおり、こう

した状況が障害児・者個人のデータからも裏付けられた。 

 スポーツ・レクリエーションを実施する目的は「健康の維持・増進のため」が最も多く、過去の文部

科学省や笹川スポーツ財団の調査と同様の傾向であった。他方で、スポーツ・レクリエーションへ

の取り組み（満足度）は笹川スポーツ財団調査と比べて、「スポーツ・レクリエーションを行っており、

満足している」の割合が低く、「特にスポーツ・レクリエーションに関心はない」の割合が大幅に高い

など、満足度・関心が低い結果となっている。今後は、障害児・者のニーズを踏まえて、スポーツへ

の関心を高めていくことが重要であると考えられる。 

 スポーツ・レクリエーションを実施する上で障壁となっているものは、「特にない」の回答を除くと、

「体力がない」「金銭的な余裕がない」「時間がない」が上位に挙がっている。文部科学省調査の

「運動・スポーツを行わない理由」の結果を参考にみると、「仕事が（家事・育児）が忙しくて時間が

ない」が最も多く、以下「年をとったから」「体が弱いから」の順となっており、障害者は健常者に比

べて、体力の不足と経済的要因がスポーツの実施に強く影響することが示唆された。 
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2．特別支援学校を地域の障害者のスポーツの拠点としていく可能性 

 障害児の教育・生活の場である特別支援学校におけるスポーツの実態に関して、調査結果から

示された主な課題は以下のとおりである。 

１）スポーツを通じた地域との交流 

 運動会や体育祭、運動部活動・クラブ活動、夏休みのプール、スポーツ大会への参加などの活

動に比べて、スポーツを通じた近隣住民や他校との交流の割合は低い 

２）運動部活動・クラブ活動の設置率 

運動部活動・クラブ活動がある学校は、中学部で 37.2％、高等部で 58.6％となっており、ほぼす

べての中学校・高校に運動部活動がある一般校と比べて設置率は低い。また、活動頻度について

は、事例調査で示したような週 2～3 日の活動の学校のほか、週１日以下の学校もあるなど、ほぼ

毎日活動している一般校と比べて少ない。体調や体力の面で健常者と同じようにスポーツができな

い障害児・者がいることを考慮しても、特別支援学校の運動部活動・クラブ活動は低調である。 

３）卒業生の運動部活動・クラブ活動への参加 

 特別支援学校を卒業した障害者は、日常的にスポーツに参加する場がなく、スポーツから離れて

しまうのが課題といわれている。約 3 割の学校の運動部活動・クラブ活動において、卒業生が練習

に参加しているという今回の調査結果は、特別支援学校が卒業生である障害者のスポーツの場と

しても重要な役割を担う可能性を示している。 

４）運動部活動・クラブ活動の指導者：外部指導者の活用 

 運動部活動・クラブ活動の指導者とサポートスタッフを、教職員以外の人材に頼る割合が低い。

幼児児童生徒のスポーツ活動を充実させるために重要な取り組みとして、「外部人材（ボランティア

スタッフを含む）の確保・充実」を挙げた学校が 38.1％で、最も多かった「用具や器具の充実」

（69.2％）と比べて少ない。過半数が「教員がスポーツを指導できる時間の確保」を重要と認識して

いることから、外部人材の活用を促進することが考えられる。 

５）学校体育施設開放状況 

体育施設については、体育館とグラウンドが 8 割以上の学校で設置されている。これらの施設の

自校の幼児児童生徒以外への開放状況は、体育館が 57.5％、グラウンドが 54.3％である。特別支

援学校は多くが都道府県立であることから、都道府県立の高等学校等と比較すると、体育館が

37.9％、グラウンドが 45.1％となっており、いずれも特別支援学校の方が開放率が高い。しかし、体

育館で 9 割以上、グラウンドで 8 割以上が開放されている公立小学校と比べれば、開放率は高いと

はいえない。また、開放している学校でも、複数の団体が平日と休日を毎週定期的に利用している

例は多くない。その理由としては、1）障害児の教育の場という特殊性から、学校側が施設開放に積

極的でない、2）体育施設が狭い・必要な設備がないなどの理由で、できるスポーツが限られる、3）

施設の設計上、一般開放に適さない学校がある、などが挙げられる。 

 これらの実態と課題を踏まえて、地域スポーツ関係組織と学校、地域の福祉関係組織や障害当

事者・保護者などが協力して、学校側の負担を増やすことなく、地域の実情に応じて、特別支援学

校の体育施設開放を進めて、地域の障害者のスポーツの場の拡充を図る取り組みを提案したい。
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単なる場所貸しではなく、「学校開放を通じた、障害者のスポーツ活動の充実と、地域の障害理解

の促進」を理念に掲げるのである。健常者の団体は、当該特別支援学校の幼児児童生徒との交流

イベントや、年に数回の学校運動部活動の指導のサポートなど、無理なく続けられる範囲で障害

者の活動を支える。こうした活動によって、在校生と卒業生、そして地域の障害者のスポーツの機

会が充実し、地域の障害者スポーツの拠点として、またスポーツを通じて障害者と健常者が日常的

に交流する場として発展することが理想である。その先には、特別支援学校を核にした、障害者と

健常者がともにスポーツを楽しむ総合型地域スポーツクラブ等のビジョンが描けるのではないだろ

うか。 

 特別支援学校の学校開放とスポーツ団体の先駆的な関わりとして、神奈川県川崎市の NPO 法

人高津総合型スポーツクラブ SELF の事例がある。SELF は 2013 年度から、県立高津養護学校の

地域ネットワーク推進会議に参画している。SELFでは、市内の小中学校4校の学校施設有効活用

事業を受託している。クラブでは障害者向けのプログラムも実施しており、これらの実績を踏まえて、

同校の施設開放の促進に向けて積極的な提案を行っている。 

 

図表 7-1 スポーツ組織と障害者スポーツ組織の連携による特別支援学校のスポーツ活動支援 

 

 

地域のスポーツ関係組織

体育協会

競技団体

スポーツ少年団

レクリエーション協会

スポーツ推進委員

障害者スポーツ

競技団体・サークル

社会福祉協議会

当事者団体

（都道府県）

障害者スポーツ

協会

（都道府県）

障害者スポーツ

指導者協議会

市区町村スポーツ振興部局

スポーツ行政

市区町村障害福祉部局

障害者スポーツ担当

福祉行政

（スポーツ振興部局の場合あり）

総合型地域

スポーツクラブ

学校施設開放
運動部活動

クラブ活動

サークル活動

幼児児童生徒

卒業生

特別支援学校

障害者のスポーツ活動を

支援する組織

・施設開放業務の支援

・部活動、サークル活動等

への指導者派遣

・開放施設の利用

→幼児児童生徒との交流

・部活動、サークル活動等

への指導者派遣

（障害者指導の専門性）

・地域の障害者の参加

（特別支援学級含む）

地域の障害者スポーツの拠点

スポーツを通じた障害者と健常者の交流の場
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3．スポーツを通じて障害者入所施設を地域に開かれた場所に 

 障害者自立支援法による地域移行の流れを受けて、障害者の入所施設の定員は削減傾向にあ

る。それでも、知的障害者、身体障害者を中心に、10 万人以上の障害者が全国の入所施設で生

活している。入所者の高齢化や障害の重度化という課題に直面している入所施設におけるスポー

ツ活動については、以下の課題を挙げることができる。 

１）施設外の指導者の活用状況 

 スポーツ・レクリエーション活動は、職員のみで対応している施設が多く、外部の指導者を活用し

ている施設は少ない。外部の人材を有償で登用している施設は 1 割程度である。 

２）支援・協力体制 

 入所者にスポーツ・レクリエーションを提供する上で、外部組織から支援や協力を受けていない

施設が全体の約半数を占めている。外部組織から支援や協力を受けている施設では、支援・協力

を受ける先は、「社会福祉協議会」「障害者の当事者団体・家族会等」「障害者スポーツ団体」「行

政」などがそれぞれ 1 割程度となっている。 

３）職員の専門性とスタッフの不足 

 スポーツ・レクリエーション活動全般の課題として、入所者の障害の重度化や高齢化などに加え

て回答が多かったのが、「職員のスポーツ・レクリエーションに関する専門性が足りない」と「スポー

ツ・レクリエーション活動のためのスタッフ（ボランティアを含む）が足りない」で、いずれも 4 割強の

施設が課題として挙げている。施設職員に専門性が不足しており、スポーツ・レクリエーション活動

のための人材も足りないと認識していながら、１）と２）に示したとおり、外部人材を活用せず、関係

機関からの支援・協力も得ていない施設が多いことが明らかとなった。 

４）スポーツを通じた地域との交流 

 スポーツ・レクリエーション活動を通じた地域社会や施設外の障害者との交流については、4 分の

1 の施設で交流がなく、地域のスポーツ愛好者との交流が 1 割程度と低い。 

 上記の課題へのアプローチとして、スポーツ関係組織と障害者スポーツ関係組織の連携のもと、

障害者入所施設が、スポーツを通じて、施設外の障害者や地域に対して開かれた空間になるため

の取り組みを提案する。 

 地域のスポーツ・障害者スポーツ関係者が施設のプログラムの一部をサポートし、施設職員の負

担を抑えながら、入所者および地域の障害者のスポーツ活動の充実を図る。また、これらにより入

所者がスポーツ・レクリエーションに親しみ、地域のスポーツイベントに参加することで、地域の健常

者と交流し、施設に対する理解、ひいては地域の障害理解の促進に寄与することが期待できる。

実際、一般の市民マラソン大会やウォーキング大会に継続的に参加し、施設や入所者の障害につ

いて、地域住民の理解を深めた施設がある。外出が難しい身体障害者の場合、入所施設に地域

の健常者を招いてスポーツ交流を図るのもひとつの手段である。 

 入所施設の敷地内にスポーツ専用スペースがあれば、スポーツ関係組織との交流促進につなが

る可能性がある。調査によると、入所施設の敷地内に運動・スポーツ専用スペースが整備されてい

る施設が 22.0％あり、これらの施設を、入所者が使わない時に地域のスポーツ関係者に開放でき
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れば、新たなスポーツ施設が確保される。事例で紹介したように、小規模な体育館を保有している

入所施設もある。例えば、徳島県の鳴門市総合型地域スポーツクラブ NICEでは、施設のスペース

で地域住民と入所者のためのフィットネスプログラムを定期的に開催している。 

 入所施設のプログラムの充実については、参加者の「楽しみ」としてのスポーツ・レクリエーション

の視点が重要である。障害者入所施設における日常的なスポーツ活動は、生活介護のプログラム

として提供されるのが一般的である。ゆえに、スポーツとしての楽しさよりも、健康の保持増進や機

能維持のための「身体運動」の側面が重視されがちである。こうしたプログラムを単調で退屈と感じ

た入所者が、スポーツ・レクリエーション活動を嫌いになってしまうことは避けねばならない。施設入

所者の中には、自らの意志ではスポーツに参加できない重度の障害者がいることにも配慮が必要

である。また、自発的にスポーツを選択できる入所者のスポーツ・レクリエーションについては、可

能な限り、本人の希望や意志、選択が尊重されるべきである。そのためにも、施設の職員とスポー

ツ関係組織および障害者スポーツ関係組織が連携し、高いスキルのある指導者を確保する必要が

ある。楽しみを重視した指導という点では、（公財）日本レクリエーション協会の福祉レクリエーション

ワーカーの活躍も期待できる。 

 地域移行によって、入所施設を出て、グループホームやケアホームに移った障害者は、入所施

設で提供されていた日常的なスポーツ活動の場を失い、スポーツが全くできなくなる恐れがある。

入所施設と地域のスポーツ関係組織・障害者スポーツ関係組織が連携して、引き続き彼らのスポ

ーツの場が確保されるような運営体制とプログラムの工夫を行うことが求められる。 

日本レクリエーション協会が文部科学省の委託を受けて実施している実践研究事業では、障害

のある人とない人の、スポーツ・レクリエーション活動を通じた交流が全国で展開している。こうした

プログラムが発展すれば、施設の入所者と地域の障害者が、身近な地域で健常者とともにスポー

ツを楽しめる場が広がることになるだろう。 

 

図表 7-2 スポーツ組織と障害者スポーツ組織の連携による障害者入所施設のスポーツ活動支援 

 

地域のスポーツ関係組織

体育協会

競技団体

スポーツ少年団

レクリエーション協会

スポーツ推進委員

障害者スポーツ

競技団体・サークル

社会福祉協議会

当事者団体

（都道府県）

障害者スポーツ

協会

（都道府県）

障害者スポーツ

指導者協議会

市区町村スポーツ振興部局

スポーツ行政

市区町村障害福祉部局

障害者スポーツ担当

福祉行政

（スポーツ振興部局の場合あり）

総合型地域

スポーツクラブ

障害者のスポーツ活動を

支援する組織

スポーツ・レクリエーション

プログラム

施設入所者

通所者等

障害者入所施設

指導者派遣

（施設の利用）

地域の障害者のスポーツ活動の充実

障害理解の促進

指導者派遣

（障害者指導の専門性）

地域の障害者の参加促進
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上記の提案は、 

・障害者が日常的にスポーツを楽しめる環境を創出すること 

・障害者と健常者がスポーツを通じて積極的に交流すること 

の 2 点に主眼をおいて組み立てた。 

 

 障害者スポーツ組織の体制が十分とはいえない現状では、スポーツ組織と障害者スポーツ組織

の連携において、スポーツ組織からの働きかけが重要になる。スポーツ基本法を受けて、障害者の

スポーツ支援への意識が高まっているスポーツ推進委員に対する期待は大きい。まずは、都道府

県の障害者スポーツ協会や障害者スポーツ指導者協議会との情報交換がスタートになると思われ

る。総合型地域スポーツクラブの育成と同様、連携の核になる組織や人材は地域によってさまざま

であろうが、当初はできる部分から「小さく生んで」、小規模でも持続できる身の丈にあった取り組み

を進めるべきであろう。将来の発展を見据えて、可能な限り多くの関係組織を巻き込み、スポーツと

障害者スポーツに関わる人々を有機的に結び付けるネットワークをつくることが期待される。 

 2014 年度より、国の障害者スポーツ行政が厚生労働省から文部科学省に移管される。地方自治

体においても、今後その影響が波及していくと予想されるため、都道府県や市区町村には、スポー

ツ組織と障害者スポーツ組織の連携を促す施策を期待したい。スポーツ推進委員や総合型クラブ

の事業に障害者スポーツ関係組織が参画したり、障害者スポーツ協会のイベントをスポーツ推進

委員が支援することなどが考えられる。 

 なお、本調査の対象とした特別支援学校と障害者入所施設は、いずれも知的障害者の割合が

大きく、調査結果の全体傾向にその影響が表れているため、データの解釈には注意が必要である。

今後は、今年度の障害者個人を対象とした調査の結果も踏まえ、健常者と障害者がともにスポー

ツを楽しむ社会のあり方について、個々の障害種別に詳細に検討する必要があると考えられる。 
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障害児・者のスポーツライフに関する調査（インターネット調査） 
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特別支援学校のスポーツ環境に関する調査 

 

調査票は、以下の学校種区分ごとに配布した。 

 

（A 票）単置校（視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱） 

（B 票）併置校（知的障害と肢体不自由） 

（C 票）併置校（その他の併置校） 
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障害者入所施設におけるスポーツ・レクリエーション環境に関する調査 
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スポーツ推進委員による障害者のスポーツ参加支援に関する調査 
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